
介護医療院の開設許可申請について
（１）介護保険法に基づく介護医療院開設許可申請を行う場合、別紙「介護医療院開設許可申請書類一覧」及び「介護医療院管理者承認申請書類一覧」に記載の書類を提出してください。 
（２）開設許可を受けるまで利用者を受け入れることはできません。開設までのタイムスケジュールを勘案の上、事前相談を含め余裕をもって申請してください。 

例：４月１日開所の場合 

開所の３月前：大阪市福祉局高齢者施策部高齢施設課に事前相談  

２月１日：指定申請（開設日の２ヶ月前までに申請が必要） 
３月５日：竣工・認可検査 

４月１日：施設指定（入所者受入れ開始） 
（３）各項目の書類の前には白紙を入れて、そこに必ずインデックスを付けてください。
（４）差し替えがしやすいようなファイルを使ってください。

（５）ファイルの表と背には「介護医療院○○ 開設許可申請書」と表題を記入してください。

（６）申請書は２部作成し、１部は申請者（法人等）側の控えにしてください。
（７）書類はすべてＡ４サイズにしてください（平面図等は除く）。
（８）すべての書類が完備するまで申請の受理はできません。 

提出していただいた書類に不備があれば差し替える必要があり、正式な受理となりません。 

従いまして、できるだけ早期に書類を整えて高齢施設課までに事前相談にお越しください。 

（遅くとも開所の３か月前（４月１日開所の場合は１月末日）） 

（９）介護医療院の開設許可について、手数料として６３，０００円をご負担いただきますので、ご理解いただきますようよろしくお願いいたします。
介護医療院開設許可申請書類一覧
　令和　　年　　月作成
法人名　（　　　　　　　　）　施設名（　　　　　　　　）
	番号
	申請に必要な書類
	チェック
	備　　考

	１
	介護医療院開設許可申請書（様式第1号）
	□
	

	
	介護医療院の開設許可に係る記載事項その１（付表15）
	□
	

	
	指定を不要とする旨の申出書（様式第２号）
（※短期入所療養介護・通所リハビリを指定しない場合のみ提出。）
	□
	

	
	短期入所療養介護事業者の指定に係る記載事項（付表9）
	□
	

	
	通所リハビリテーション事業者の指定に係る記載事項（付表７、別紙）
	□
	

	２
	申請者の定款、寄付行為等
	□
	

	
	法人登記簿謄本
	□
	

	
	介護保険法第１０７第３項各号に該当しないことを誓約する書面（誓約書）
	□
	（参考様式第1号）

	３
	職員の配置状況表、組織体制図
	□
	（参考様式第2号）

	
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	□
	（参考様式第3号）

	
	人員基準確認表
	□
	（参考様式第4号）

	４
	主な職員の履歴書、免許証等資格を証する書類の写し

（主な職員は、管理者、看護・介護の長、ユニットリーダー、リハ職、
相談員、介護支援専門員、事務長等）

※資格が必要な職種は全員分の免許証等が必要
	□
	原本照合要

	５
	運営規程、重要事項説明書、契約書

（それぞれ入所・短期・予防短期・通所・予防通所の５サービス分）

食費・居住費の設定に係る計算書、居住費・食費のチェックシート
	□
□
	（参考様式第5号）

	６
	敷地の面積及び平面図並びに敷地周囲の見取り図

（土地登記簿謄本、土地契約書、公図含む）
	□
	原本照合要

	７
	事業所の平面図等
	□
	

	８
	室別面積表（各階ごと・種類別の数及び面積）
	□
	

	９
	併設施設の概要
	□
	（参考様式第6号）

	１０
	施設を共用する場合の利用計画
	□
	（参考様式第7号）

	１１
	利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
	□
	（参考様式第8号）

	１２
	協力医療機関（協力歯科医療機関）との契約書又は覚書の写し
	□
	原本照合要

	１３
	就業規則、給与規定、旅費規定、経理規定
	□
	

	１４
	建物検査済証の写し、消防設備等の検査済証の写し
	□
	

	１５
	施設のパンフレット（作成している場合）
	□
	

	１６
	介護給付費算定に係る体制等状況一覧表
	□
	

	１７

	算定する加算にかかる必要書類
（各種加算における必要な添付書類一覧表を参照。）
	□
	


管理者承認申請書類一覧
	１
	介護医療院管理者承認申請書（様式第７号）
	□
	

	２
	管理者になろうとする者の履歴書等
	□
	原本照合要
（参考様式第9号）

	３
	医師免許証の写し
	□
	原本照合要

	４
	管理者就任承諾書
	□
	（参考様式10号）自署

	５
	管理者になろうとする者の住民票
	□
	


介護医療院開設許可申請時 必要書類作成上の留意事項

１　　介護医療院開設許可申請書
①役員の職・氏名・生年月日・住所の欄は、別紙「役員の名簿」に全員分を記載しても結構です。
②施設の所在地は地番ではなく、正式な住居表示である必要があります。
事業所の名称は、定款（登記簿）上の名称にあわせることとし、短期・通所も同名称となります。

様式１号指定居宅サービス欄の「通所リハビリテーション」「短期入所療養介護」「介護予防通所リハビリテーション」「介護予防短期入所療養介護」には、「みなし」と記入してください。

◆特段の申出によりみなし居宅サービスを不要とする場合には、「指定を不要とする旨の申出書（様式第２号）」を提出してください。
③付表１５については、次の点に留意してください。

　　　　◆人員は、職員配置が決定してから記入してください。

　　　　◆従業者の職種・員数欄の「常勤（人）、非常勤（人）」は頭数で記載してください。

　　　　◆設備基準上の数値記載項目等欄の「食堂の面積」について、ユニット型施設の場合、共同生活室を含めた面積を記載してください。

　　　　◆通所リハビリテーションの状況欄の「送迎を除くサービス提供時間」については、送迎時間は含まず、施設でのサービス実施時間を記入してください。従って、６時間以上７時間未満の介護報酬を算定する場合は、６時間半から７時間をめやすとしたサービスを提供してください。

　　　　◆「専用の部屋等の面積」は通所の食堂と通所の機能訓練室を合算した面積を記入してください。

２　　申請者の定款等

①新しい定款を添付してください。

②定款変更の手続きは、時間を要する場合があるため、法人所管庁との調整には十分留意願います。

３　　職員の配置状況表、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表等　　

①職員配置状況表は、職員全員分を記載してください。通所リハビリテーション事業と兼務する場合は、勤務割合を明確に分けて記載してください。

②通所リハビリテーション事業以外の兼務をする場合（病院、他事業所等）、兼務先欄に記載してください。

③非常勤職員は、常勤職員の勤務時間数を１として換算してください。

④入所と通所リハビリテーション事業の勤務表は分けて作成してください。（双方に従事する場合は、それぞれの時間帯がわかるような勤務シフトとしてください。）

⑤通所リハビリテーション事業には、介護職員だけではなく看護職員も配置することが望ましいです。（土・日・祝も実施の場合は土・日・祝も配置してください。）

⑥夜勤体制は、看護職員又は介護職員の数が入所者の数の合計数が３０又はその端数を増すごとに1以上であり、かつ２以上配置が必要です。（内看護師を1名以上配置。）

⑦ユニット型の夜勤体制は、２ユニットごとに介護職員又は看護職員１名としてください。

４　　主な職員の履歴書、免許証等資格を証する書類の写し（Ａ４サイズに揃えて提出してください。）

①履歴書（経歴書）の写しは、主な職員分を提出してください。

②主な職員とは、管理者、医師、薬剤師、看護・介護職員の長、理学・作業療法士・言語聴覚士、（管理）栄養士、診療放射線技師、介護支援専門員、事務長です。

③ユニット型施設にあっては、ユニットごとにユニットリーダーの配置が必要です。

　④免許証（登録済証明書）の写し及び資格のある職員（介護職員のヘルパー資格等を除く）分を提出してください。なお、免許証等で、裏面に必要事項が記載されている場合があるので、記載があれば両面コピー等により対応願います。

５　　運営規程

①入所、短期、予防短期、通所リハ、予防通所リハの５事業分を作成してください。

②なお、運営規程には、「身体的拘束等原則禁止」、「高齢者虐待防止」の内容を含めてください。

③利用料金については、基本的にその根拠となる計算書等を提出してください。

④利用料金は、あくまで施設が利用者から徴収する額を規定することとし、理美容代のように、委託業者に直接支払うものを規定する必要はありません。（重要事項説明書には、委託業者に直接支払う場合も記載が必要です。）

⑤重要事項説明書、契約書（５事業分）を作成してください。
重要事項説明書は、運営規程の概要、勤務体制、協力病院（協力歯科）、利用料、事故発生時の対応及び苦情の窓口等その他サービスの選択に役立つと認められる内容としてください。

⑥重要事項説明書の苦情等相談窓口には、施設、国保連、大阪市福祉局高齢者施策部介護保険課指定・指導グループ（06-6241-6310）の連絡先を記入してください。

⑦契約書の契約者は、法人代表者としてください。

６　　敷地の面積及び平面図並びに敷地周囲の見取り図

①土地登記簿謄本、土地契約書（原本証明が必要）、公図（該当する地番にマーカーすること）を添付してください。

②敷地周囲の見取り図は、最寄駅や幹線道路と施設の位置関係がわかるものと施設の周辺　　　図（接道がわかるもの）の２種類を作成してください。（縮尺（大・小）の違う２種類の見取り図）

７　　事業所の平面図等

①地階・屋上の平面図、立面図がある場合は添付してください。

②面積基準のある部屋は壁芯面積と有効面積を併記し、療養室には部屋番号も表示してください。

③平面図の各室の名称と、実際の施設の表示が同一であるか確認してください。

④各室の名称や面積など判読できる程度の大きさ（例：Ａ３）の図面を用い、Ａ４の大きさに折りたたんでください。

⑤併設施設がある場合は、当該施設も入った図面を添付してください。

８　　室別面積表

①部屋の種類別、各階ごと、面積がわかるものを作成してください。

②面積基準のある部屋については、有効面積を表示してください。

③療養室については、部屋毎の定員、面積も記入してください。

９　　併設施設の概要

・病院、診療所、特別養護老人ホーム、グループホーム等併設施設がある場合に提出してください。

１０　施設を共用する場合の利用計画

　・一の部屋を２以上の用途、もしくは併設施設と共用で使用する場合に提出してください。

１１　利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

　・相談窓口は、施設、国保連、大阪市の連絡先を記入してください。

１２　協力医療機関（協力歯科医療機関）との契約の内容

　①契約は、法人と医療機関との契約としてください。（同一法人の医療機関でも可能です）

　②契約内容には、入院の受け入れに関すること、夜間・休日の対応に関することが含まれるようにすることが望ましいです。

１３　就業規則、給与規定、旅費規定、経理規定

　①当施設に関するもの。

　②就業規則に、「在職中および退職後も職務上知り得た個人情報の秘密を保持する」を含むことが望ましいです。

１４　建物検査済証の写し、昇降機・消防設備等の検査済証の写し（原本照合）

　・確認証ではなく検査済証の写し（原本照合）が必要です。

１５　施設のパンフレット

　　　・作成している場合は、１部提出してください。

１６　介護給付費算定に係る体制等状況一覧表

１７　①該当する項目に○を入れ、事業所番号は空白としてください。

　②該当する項目のうち、関連する届出書等を併せて提出してください。
介護医療院管理者承認申請時 必要書類作成上の留意事項

１　　介護医療院管理者承認申請書

２　　管理者になろうとする者の履歴書等

・履歴書等に、管理者が法人の理事に就任（予定）時期を記入してください（医療法人の場合のみ）。

３　　医師免許証の写し

・裏面に記載事項がある場合には、両面コピー等で対応してください（原本照合要）。

４　　管理者就任承諾書

・法人宛の承諾書にしてください。

５　　管理者になろうとする者の住民票　

1

